
沖縄県林地開発行為実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は森林法（昭和26年法律第249号。以下「法」という。）第10条の２に

規定する開発行為（以下「開発行為」という。）に関し、森林法施行令（昭和26年政令

第276号）、森林法施行規則（昭和26年農林省令第54号。以下「省令」という。）、沖

縄県林地開発行為に関する規則（平成12年規則第59号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（申請書に添付する図書） 

第２条 省令第４条第１号の計画書は、別表に掲げる図書とする。 

２ 規則第６条の規定により提出する変更許可申請書には、別表のうち、当該変更に係る

図書を添付しなければならない。 

 

（標識の設置） 

第３条 法第10条の２の規定により許可を受けた者は、当該開発区域内に林地開発許可標

識（要綱様式第１号）を設置するものとする。 

 

（計画変更の内容） 

第４条 規則第６条に規定する林地開発変更許可申請書の提出は、次の各号の１に該当す

る場合によるものとする。 

(1) 面積の変更     

  イ 許可を行った区域において、開発行為に係る森林の面積が10ヘクタールを超える

ものにあっては、１ヘクタール以上の増の場合、10ヘクタール以下のものにあって

は、１割以上の増の場合。 

  ロ 専ら道路の新設又は改築の場合は、土地の面積及び道路の延長が１割以上の増と

なる場合。 

 (2) 切土・盛土の変更 

  イ 法面の勾配が急となる場合 

  ロ 切土・盛土数量について、１割以上若しくは、１万立方メートル以上の増が生じ

る場合。 

  ハ 捨土の数量の１割以上若しくは、５千立方メートル以上の増が生じる場合。 

 (3) 防災施設の変更 

えん堤、擁壁、調節池、浸透処理施設等の廃止、新設又は変更の場合。ただし、防

災施設の能力を維持又は向上する場合を除く。 

 (4) 排水施設の変更 

  イ 排水系統を変更する場合 

  ロ 水路の計画流量が増となる場合 

 (5) その他、知事が特に変更の必要があると判断した場合。 

２ 前項に規定する林地開発変更許可申請書は、別表のうち、当該変更に係る図書を添付

しなければならない。 
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（軽微な変更） 

第５条 前条の各号に該当しない軽微な変更をしようとするときは、林地開発変更届（要

綱様式第２号）正副２部を、農林水産振興センター所長又は林業事務所長を経由して知

事に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する林地開発変更届は、別表のうち、当該変更に係る図書を添付しなけれ

ばならない。 

 

（地位承継届に添付する図書） 

第６条 規則第10条に規定する林地開発行為者地位承継届は次に掲げる図書を添付しな

ければならない。 

 (1) 開発行為に係る事業の譲渡若しくは相続があり、又は開発行為者たる法人の合併が

あったことを証する書類 

 (2) 開発行為に要する資金及び調達方法に関する書類 

 (3) 林地開発計画書（別表様式第１号） 

 (4) 戸籍謄本、法人にあっては法人登記簿謄本及び定款 

 (5) 土地売買契約書、土地賃貸借契約書等の契約書 

 (6) 法人の財務状況や経営状況を確認できる資料 

(7) 納税証明書 

 (8) 事業経歴書 

 

（連絡調整） 

第７条 法第10条の２第１項第１号及び第３号に規定する事業にあっても、１ヘクタール

を超える開発をしようとする者は、林地開発連絡調整申出書(要綱様式第３号)により知

事と連絡調整するものとする。 

２ 前項の定める事務処理に必要な事項は別に定めるものとする。 

 

（補則） 

第８条 この要綱の施行に関して必要な事項は、別に定めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成12年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に受理している申請書等に係る添付図書については、従前の

例による。 

 

附 則 

（施行期日） 
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 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に受理している申請書等に係る添付図書については、従前の

例による。 
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別表 

 林地開発許可申請書に添付する図書一覧 

編さん 

順序 

 

図書名 

 

様 式 

 

明示する事項 

 

摘 要 

１ 目次   編さん順序に従い、見出しを付

けて番号又は図書名を記載する。

 

２ 委任状  1.申請者名 

2.代理人名 

3.委任する事項 

申請手続き、許可文書の受領等

を代理人に委任する場合は添付す

る。 

 

３ 位置図  1.事業区域界 

2.道路のみの開発につ

いては、線形を示す

1.原則として国土地理院発行の等

高線の入った地形図を用いる。

2.事業区域は農地等を含む全体の

対象区域を赤 線で囲む。 

3.線形を記入する場合、開発する

起点から終点まで位置を赤線で

明示する。 

 

４ 区域図 

 

 1.事業区域界 

2.開発行為をしようと

する森林の区域界 

3.開発行為に係る森林

の区域界 

4.市（郡）、町村、 

大字、字界 

5.地番界及び地番 

6.道路、河川、その他

 

1.事業区域は農地等を含む全体の

対象区域を赤線で囲む。 

2.「開発行為をしようとする森林」

とは、「実際に林地の形質を変

更する区域」と「残置する森林

の区域」である。この区域は、

薄グリーン色でふち取りし、内

側をぼかす。 

3.「開発行為に係る森林」とは、

「実際に林地の形質を変更する

区域」である。この区域は、薄

黄色でふち取りし、内側をぼか

す。 

4.行政区域界は、当該開発対象区

域表示に必要な範囲とする。 

 

５ 

 

地籍図  1.事業区域界 

2.開発行為をしようと

する森林の区域界 

3.開発行為に係る森林

の区域界 

 

 公図により作成する。 
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編さん 

順序 

 

図書名 

 

様 式 

 

明示する事項 

 

摘 要 

６ 現況写真  1.全景 

2.必要に応じ部分写真

3.撮影年月日 

1.全景は航空写真でも構わない。

開発対象区域を赤線で囲む。 

2.写真添付台紙の余白に撮影年月

日を記入する。 

3.写真撮影方向を記載した撮影箇

所位置図を添付する。 

 

７ 林地開発 

計画書 

別表様式

第１号 

開発行為に係る事業

の全体計画の概要 

各事項で資料を別添とする場合

には、その所在を明らかにするこ

と。 

 

  ８ 森林区域内

の土地利用

計画一覧表 

別表様式

第２号 

1.所在場所 

2.面積（登記簿） 

3.開発面積 

4.開発後の用途 

5.森林所有者住所、氏

 名 

6.森林所有者の同意の

状況 

7.登記済みの権利 

8.権利者の同意の状況

 

  地域森林計画対象民有林の土地

に係る利用計画について示すこ

と。 

  ９ 森林区域外

の土地利用

計画一覧表 

別表様式

第３号 

1.所在場所 

2.面積（登記簿） 

3.開発面積 

4.開発後の用途 

5.土地所有者住所、氏

 名 

6.土地所有者の同意の

 状況 

7.登記済みの権利 

8.権利者の同意の状況

 

  地域森林計画対象民有林以外の

土地に係る利用計画について示す

こと。 

 

10 工事工程表   防災工事を先行した施工計画に

する。 
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編さん 

順序 

 

図書名 

 

様 式 

 

明示する事項 

 

摘 要 

11 一時利用 

計画概要書 

別表様式

第４号 

1.利用の計画、期間、

面積、方法 

2.利用後の現状回復方

 法 

 

土取り、捨土、施設等の一時利

用等のある場合に作成する。 

12 資力及び信

用があるこ

とを証する

書類 

別表様式 

第５号 

 1.資金計画書 

2.資金の調達について証する書類

（自己資金により調達する場合

は預金残高証明、融資により調

達する場合は融資証明書等、資

金の調達方法に応じ添付する）

3.法人の財務状況や経営状況を確

認できる資料（賃借対照表、損

益計算書等） 

4.納税証明書 

5.事業経歴書 

6.法人の登記事項証明書 

7.定款（法人の場合） 

8.住民票等（個人の場合） 

9.その他参考となる資料 

 

13 防災措置を

講ずるため

に必要な能

力があるこ

とを証する

書類 

  1.建設業法許可書（土木工事業）

2.事業経歴書 

3.預金残高証明書 

4.納税証明書 

5.事業実施体制を証する書類（職

員数、主な役員・技術者名等）

6.林地開発に係る施工実績（監督

処分及び行政指導があった場合

は、その対応状況を含む） 

7.その他参考となる資料 

 

14 他法令等の

手続状況 

一覧表 

別表様式

第６号 

 1.許可済みの手続については許可

書等を添付する。 

2.手続き中のものについては、関

係官公庁等の受付印のある申請

書、協議書等の写しを添付する。
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編さん 

順序 

 

図書名 

 

様 式 

 

明示する事項 

 

摘 要 

15 残置森林等

の管理に関

する協定書 

別表様式 

第７号 

1.開発行為者、市町村

長の氏名 

2.事業区域の場所及び

事業名称 

3.協定内容（共通事 

項、残置森林、造成

森林、緑地） 

 

 市町村との協定書の添付により

内容が確認できる場合は、必要な

い。 

16 公共施設 

管理者の 

同意書 

別表様式

第８号 

1.公共施設管理者の 

住所氏名 

2.所在 

3.公共施設の名称 

4.設置条件等 

 

事業区域予定地内に公共施設が

存する場合は添付する。 

17 公共施設 

管理予定者

との協議書 

別表様式

第９号 

1.申請者、公共施設管

理予定者の住所氏名

2.施設概要 

3.公共施設の名称 

4.協議内容、結果 

5.協議年月日 

 

事業区域予定地内に公共施設が

設置される予定の場合は添付す

る。 

18 環境保全に

関する協定

書 

別表様式

第10号 

1.開発行為者、市町村

長の住所氏名 

2.事業区域の場所 

3.開発行為の目的、名

 称 

4.協定事項、協定内容

 

 市町村等の指導により結ぶ必要

がある場合に添付する。 

19 利害関係者 

同意書 

別表様式

第11号 

1.開発行為者の住所氏

 名 

2.事業区域の所在場所

3.開発行為の目的 

4.利害関係の内容 

5.同意年月日 

6.利害関係者の住所氏

 名 

 

 当該開発地域に関係する利害関

係者等との間に開発協定等を締結

している場合は、その写しを添付

する。 
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編さん 

順序 

 

図書名 

 

様 式 

 

明示する事項 

 

摘 要 

20 土地所有者

等関係権利

者の同意書 

別表様式

第12号 

1.開発行為者の住所氏

 名 

2.開発行為の目的 

3.開発行為に係る土地

の所在場所 

4.権利の種類 

5.同意年月日 

6.権利者の住所氏名 

1.事業区域内の土地に係る全ての

権利（所有権、賃借権、抵当権

等）について記載する。 

2.土地登記簿謄本（全部事項証明

書）、印鑑証明書（申請日から

３カ月以内）、その他土地等に

ついて正当な権限を有すること

を証刷る書類を添付する。 

3.売買契約書又は賃貸契約書を締

結している場合はその写し（そ

の場合、同意書は不要）を添付

する。 

 

21 現況図  1.事業区域界 

2.開発しようとする森

林の区域界 

3.区域内の 

ｱ.地形 

ｲ.河川、沢、湖沼、

湿地、ため池、崩

壊地等自然地物 

ｳ.道路、橋、堰堤、

家屋等の施設物 

ｴ.山林、農地、宅地

等の地類区分界 

4.区域周辺部の人家 

又は公共施設等 

 

1.地形は、標高差が明確に判断で

きる等高線を入れて示す。 

2.河川、沼、道路、公共建物等に

ついては、わかる範囲で名称等

を記載する。 

3.周辺の区域とは、開発により直

接影響を受ける区域とする。 

4.地類区分は、できるだけ薄い色

を用い、色別する。 

22 土地利用 

計画図 

 1.事業区域界 

2.開発しようとする森

林の区域界 

3.道路、建物等の造成

施設物の位置 

4.残置又は造成する森

林及び緑地の位置 

5.その他の土地利用計

画の位置 

 

1.等高線を入れた図面を使用す

る。 

2.残置又は造成する森林緑地はそ

れぞれ色別し、ふち取りし、内

側をぼかす。 

3.各土地利用計画の種別ごとに色

別して表示する。 
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編さん 

順序 

 

図書名 

 

様 式 

 

明示する事項 

 

摘 要 

23 面積算定図  1.事業区域界 

2.開発しようとする森

林の区域界 

3.開発行為に係る森林

の区域界 

4.森林区域内の各利用

区分別の面積 

5.森林区域外の各利用

区分別の面積 

1.面積の算定は、原則として三斜

法又はCADによる求積方法、若し

くは三斜法と同等以上の精度に

よる。 

2.プラニメーターで算出する場合

は、３回以上の平均値とする。

3.面積計算書を図面記載又は別表

として添付する。（ただし、CAD

により求積した場合は添付不

要） 

4.各利用区分面積は森林区域内外

別に明示する。 

 

24 切土盛土 

計画平面図 

 1.事業区域界 

2.開発しようとする森

林の区域界 

3.切土、盛土、捨土、

法面、擁壁等の施工

位置 

4.法面の勾配 

5.法面保護の方法 

 

1.等高線を入れた図面を使用す

る。 

2.切土、土取は黄色で、盛土、捨

土は緑色でふち取りし、内側を

ぼかす。 

25 縦横断面図  1.切土、盛土、捨土等

により生ずる法面の

形状寸法（法面の高

さ、勾配、土質等）

2.施工前の地盤面及び

土質 

3.法面保護の方法 

4.切土、盛土、捨土の

工法 

 

1.断面図は、高低の著しい箇所及

び土量の多い箇所等について作

成する。 

2.横断面図は、標準断面図を示す。

3.切盛等の工法については、別添

として作成しても差しつかえな

い。 

4.断面位置については、切土盛土

計画平面図と照合できるように

番号を付す等して作成する。 

 

26 土量計算書    切土量と盛土量（盛土量と廃土

処分場の容量）が一致せず、その

場外処分量が大量である場合に 

は、別途処分方法書を添付する。
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編さん 

順序 

 

図書名 

 

様 式 

 

明示する事項 

 

摘 要 

27 流域図  1.流域界 

2.同上区域内の土地利

用区分面積と適用流

出係数 

3.河川、水路等の位置

4.開発区域の位置と開

発計画面積 

5.ネックポイント（開

発により一番影響を

受ける地点） 

 

1.地形、土地利用区分が明確に判

断できる等高線の入った地図を

使用する。 

2.流域図は、開発前と開発後に分

けて作成する。 

3.流量増が生じた場合で、河川管

理者と協議する必要がある場合

は、ネックポイントの選定につ

いて、河川管理者の確認を受け

る。 

28 排水施設計

画平面図等 

 1.集水区域の位置、記

 号 

2.雨水集排水区域の面

積計算 

3.排水施設の位置、番

号、種類、形状、寸

法、勾配、延長 

4.水路断面又は標準図

5.放流される既設の水

路、河川、池等の概

略構造図 

1.集排水区域図には、原則として

等高線の入ったものを利用す

る。 

2.面積の算定は、原則として三斜

法又はCADによる求積方法、もし

くは三斜法と同等以上の精度に

よる。 

3.プラニメーターで算出する場合

は、３回以上の平均値とする。

4.排水、導水路等の施設計画につ

いては、流末処理に至るまでの

水系路の状況が分かるように作

成する。 

5.集水区域別及び排水流路系統別

に色ぬり区分する。 

 

29 排水施設等

計画一覧表 

別表様式

第13号 

1.排水施設番号 

2.雨水流出量 

3.排水施設の流下能力

1.事業区域内の排水施設毎に、マ

ニング式を用いて作成する。 

2.排水断面は計画流量の1.2倍以

上の排水が可能であること。 

3.その他、設計上根拠となる資料

等についても添付する。 

4.排水施設について、排水施設計

画平面図と一致させること。 
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編さん 

順序 

 

図書名 

 

様 式 

 

明示する事項 

 

摘 要 

30 洪水調整池

検討一覧表 

別表様式

第14号 

1.流域番号 

2.河川等名 

3.流下能力 

4.30年確率降雨による

開発前の流量 

5.30年確率降雨による

開発後の流量等 

 

1.放流される施設の水路、河川、

池等の状況調査資料を添付す

る。 

2.河川管理者との協議が必要な場

合は、協議を了したことを証明

する資料を添付する。 

31 防災施設 

設計図等 

 1.防災施設（擁壁、ダ

ム、沈砂池、洪水調

整池、余水吐等）の

構造図（正面、断面、

平面図等） 

2.規格寸法、勾配、名

 称 

3.構造物設置箇所に係

る区域の範囲 

4.湛水及び堆砂に係る

区域の範囲 

 

1.各構造物の配置されている平面

位置は、土地利用計画図と照合

できるようにするとともに色別

で表示する。 

2.構造決定や安定計算等の設計根

拠資料も添付する。なお、検討

に際しての基本的な考え方、前

提条件、採用した数値等を明記

する。 

32 植栽等平面

図 

 1.残置し又は造成する

森林の区域 

2.緑地の区域 

 

1.植栽する樹種、樹高、本数を明

示する。 

2.法面保護の方法を明示する。 

 

33 建築物等概

略図 

  外観上の形状、規 

格、寸法等の概要 

1.周囲環境及び景観上の問題点を

確認する判断資料として用い 

る。 

2.住宅用地等の場合は、その代表

的なものについて作成する。 

3.建築位置については、利用計画

図で照合できるようにする。 

 

34 その他 

必要な図面 

 

   必要に応じて添付する。 

注１ 上記添付図書について、許可申請書、変更許可申請書及び変更届の提出部数に合わ

せて必要な部数を添付すること。 

注２ 上記添付図面の縮尺については適宜分かりやすい縮尺とし、事業区域が広域で明示

する事項が分かりにくい場合は全体図、拡大図に別けて作成すること。 
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別記 

残置し、若しくは造成する森林又は緑地の割合及び配置等 

 

開 発 

目 的 

森 林 率 等        

 

森 林 の 配 置 等                    

 

工場又は

事業場の

設置 

 

 

 

 

 

森林率はおおむ

ね25％以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

・ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が20ｈａ以上

の場合は原則として周辺部に幅おおむね30ｍ以上の残

置森林又は造成森林を配置する。これ以外の場合にあっ

ても極力周辺部に森林を配置する。 

・ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね20ｈａ

以下とし、事業区域内にこれを複数造成する場合は、そ

の間に幅おおむね30ｍ以上の残置森林又は造成森林を

配置する。 

 

住宅団地

の造成 

 

 

 

 

 

 

森林率はおおむ

ね20％以上。 

（緑地を含む） 

 

 

 

 

 

 

・ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が20ｈａ以上

の場合は原則として周辺部に幅おおむね30ｍ以上の残

置森林又は造成森林・緑地を配置する。これ以外の場合

にあっても極力周辺部に森林・緑地を配置する。 

・ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね20ｈａ

以下とし、事業区域内にこれを複数造成する場合は、そ

の間に幅おおむね30ｍ以上の残置森林又は造成森林・緑

地を配置する。 

 

別荘地の

造成 

 

 

 

 

残置森林率はお

おむね60％以上

とする。 

 

 

 

・ 原則として、周辺部に幅おおむね30ｍ以上の残置森林

又は造成森林を配置する。 

・ １区画の面積は、おおむね1,000㎡以上とする。 

・ 建物敷、その他付帯施設の面積は、１区画おおむね 

30％以下とする。 

 

ゴルフ場

の造成 

 

 

 

森林率はおおむ

ね50％以上（残置

森林率はおおむ

ね40％以上）とす

る。 

 

・ 事業区域内の外縁部及び各ホール間には、残地森林又

は造成森林をおおむね30ｍ以上（残置森林おおむね20ｍ

以上）の幅をもって適切に配置する。（切土量、盛土量

はそれぞれ、18ホール当たりおおむね200万ｍ3以下とす

る。） 
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宿泊施

設、レ

ジャー施

設等の設

置 

 

 

 

 

 

森林率はおおむ

ね50％以上（残置

森林率はおおむ

ね40％以上）とす

る。 

 

 

 

 

 

・ 原則として、周辺部に幅おおむね30ｍ以上の残置森林

又は造成森林を配置する。 

・ 建物敷の面積は事業区域の面積のおおむね40％以下と

し、事業区域内に複数の宿泊施設を設置する場合は、極

力分散させるものとする。 

・ レジャー施設の開発行為に係る１箇所当たりの面積は

おおむね５ｈａ以下とし、事業区域内にこれを複数設置

する場合は、その間に幅おおむね30ｍ以上の残置森林又

は造成森林を配置する。 

 

土石等の

採掘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 原則として、周辺部に幅おおむね30ｍ以上の残置森林

又は造成森林を配置する。 

・ 採掘跡地は必要に応じ埋め戻しを行い、緑化及び植栽

する。 

また、法面は可能な限り緑化し、小段平坦部には必要

に応じ客土等を行い植栽する。 

 

太陽光発

電設備の

設置 

 

 

 

 

 

 

 

森林率はおおむ

ね25％（残置森林

率はおおむね

15％）以上とす

る。 

・ 原則として、周辺部に残置森林を配置することとし、

事業区域内の開発行為に係る森林の面積が20ｈａ以上

の場合は原則として周辺部におおむね幅30ｍ以上の残

置森林又は造成森林（おおむね30ｍ以上の幅のうち一部

又は全部は残置森林）を配置する。また、りょう線の一

体性を維持するため、尾根部については、原則として残

置森林を配置する。 

・ 開発行為に係る１か所当たりの面積はおおむね20ｈａ

以下とし、事業区域内にこれを複数造成する場合は、そ

の間に幅おおむね30ｍ以上の残置森林又は造成森林を

配置する。 

 

注 

 １ 「残置森林率」とは、残置森林（残置する森林）のうち若齢林（15年生以下の森林）

を除いた面積の事業区域内の森林の面積に対する割合をいう。 

２ 「森林率」とは、残置森林及び造成森林（植栽により造成する森林であって硬岩切

土面等の確実な成林が見込まれない箇所を除く。）の面積の事業区域内の森林の面積

に対する割合をいう。 

３ 「別荘地」とは、保養等非日常的な用途に供する家屋等を集団的に設置する土地を

いう。 

４ 「ゴルフ場」には、地方税法（昭和25年法律第226号）等によるゴルフ場の定義以

外の施設であっても利用形態等からゴルフ場と認められる場合を含むものとし、ゴル

フ練習場にあってはゴルフ場と一体のものを除き、「宿泊施設、レジャー施設」の基

準を適用する。 

５ 「宿泊施設」とは、ホテル、旅館、民宿、ペンション、保養所等専ら宿泊の用に供
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する施設及びその付帯施設をいい、リゾートマンション、コンドミニアム等所有者が

複数となる建築物等を含む。 

６ 「レジャー施設」とは、総合運動公園、遊園地、動・植物園、サファリパーク、レ

ジャーランド等の体験娯楽施設その他の観光、保養等の用に供する施設をいう。 

７ 「工場、事業場」とは、製造、加工処理、流通等産業活動に係る施設をいう。なお、

学校教育施設、病院、廃棄物処理施設等は「工場、事業場」の基準を適用する。 

８ 森林地域以外にあっても従来の自然環境の保全、又は緑地の造成をするものとす

る。 

９ 造成地内に現存する溜池等防災機能を有する施設は極力これを保存しなければな

らない。 

10 住宅団地の造成に係る「緑地」には、次のものを含める。 

(1) 公園・緑地・広場 

(2) 隣棟間緑地、共有庭 

(3) 緑地帯・緑道 

(4) 法面緑地 

(5) その他上記に類するもの 

11 「太陽光発電設備の設置」については、林地開発許可後に採光を確保すること等を

目的として残置森林又は造成森林を過度に伐採することがないよう、あらかじめ、樹

高や造成後の樹木の成長を考慮した残置森林又は造成森林及び太陽光パネルの配置

計画とする。 
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要綱様式第１号（第３条関係） 
 

林 地 開 発 許 可 標 識 板 

林 地 開 発 許 可 標 識 

許可年月日及び番号 年  月  日  沖縄県指令農第   号 

開 発 行 為 の 期 間   年    月    日 から 

年    月    日  まで 

 開 発 行 為 の 目 的    

事 業 主   住 所 

              氏 名 

 

                                   TEL 

工事施工者    住 所 

              氏 名 

 

                                   TEL 

現場管理者    住 所 

              氏 名 

 

                                   TEL 

 開発行為区域の略図 

 （注）現在位置・周辺の道路等を含めた略図とする。 

注 上記の様式の標識板（縦60cm×横90cm以上の大きさ）を開発対象区域内の見やすいところに設置

すること。 
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要綱様式第２号（第５条関係） 
 

林 地 開 発 変 更 届 
 

年  月  日  
沖 縄 県 知 事 殿 

 
届出者 

住 所 
氏 名（法人にあっては、名称及び 

代表者氏名）      
 

森林法第10条の２第１項の規定により許可を受けた林地開発行為を次のとおり変更したいので届
け出ます。 
 

許 可 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日  沖縄県指令農第     号 

変 更 後 の 開 発 行 為 に 

係 る 森 林 の 所 在 場 所 

 変更 

 当初（前回変更） 

変 更 後 の 開 発 行 為 に 

係る森林の土地の面積 

 変更               ha 

 当初（前回変更）            ha 

開 発 行 為 の 目 的  

変 更 の 内 容 

 

 

変 更 の 理 由 
 

 

完 了 予 定 年 月 日 

変更            年  月  日 

当初（前回変更）     年  月  日 

備   考 
 

注 １ 面積は実測とし、ヘクタールを単位として小数第４位まで記載すること。 
２ 当該変更に係る計画書及び図面並びにその他の必要な書類を添付すること。 
３ 備考欄には、開発行為を行うことについて行政庁の許認可やその他の処分を必要とする場合
に、その手続の状況を記載すること。 
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要綱様式第３号（第７条関係） 
 

林 地 開 発 行 為 連 絡 調 整 申 出 書 
 

年  月  日  
 

沖 縄 県 知 事 殿 
 
                          事業者 

住 所 
氏 名                    

      
 
 次のとおり開発行為をしたいので、沖縄県林地開発行為実施要綱第７条にもとづき、申し出
ます。 
 

開 発 行 為 に 係 る 

森 林 の 所 在 場 所 

 

 

開 発 行 為 に 係 る 

森林の土地の面積 

 

 

開 発 行 為 の 目 的  

 

着 手 予 定 年 月 日  

 

完 了 予 定 年 月 日  

 

備 考  

 

注 １ 面積は、実測とし、ヘクタールを単位として小数第４位まで記載すること。 
      ２ 備考欄には、開発行為を行うことについて行政庁の許認可その他の処分を必要とす

る場合には、その手続の状況を記載すること。 
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別表様式第１号（第２条関係）

（1）申請者 住所

氏名(名称)

（2）開発行為に係る

　森林の所在場所

（3）開発行為の目的

（4）開発行為に係る

　事業又は施設の名称

　

（5）面積

当初 ha 変更後 ha

当初 ha 変更後 ha

当初 ha 変更後 ha

（6）開発区域周辺の

　現況

（7）土地利用計画

面積 比率 面積 比率 面積 比率

　単位：面積（ha）

　　　　比率（％）

（8）残置森林率及び

　造成森林率

＝ ％

＝ ％

注）住宅団地の造成の場合のみ、造成緑地面積を加える。
（9）開発行為期間
（10）土工関係 ①土量等

②捨土（採土）場所

注  変更許可申請または変更届の場合、「（7）土地利用計画」の面積及び比率は２段書きとし、
上段が変更後（変更箇所は朱書き）、下段が変更前の数値を記入する。

×100

　③開発行為に係る森林面積

残
置
森
林
率

残置森林面積（       ha）

開発行為をしようとする森林面積（       ha）

面積

※別紙１「森林区域内
の土地利用計画一覧
表」及び別紙２「森林
区域外の土地利用計画
一覧表」についても作
成し、添付する。

残置森林面積（ ha）+森林区域（内+外）造成森林面積（ ha）+造成緑地面積（ ha）

…

その他

計

残置森林

造成森林

造成緑地

○○○○

○○○○

×100

　盛土量　　　　　m³、　最大盛土高　　　　m、　盛土法面勾配　　　：　　　　
　残土量　　　　　m³

　　着手予定　　　許可の日から　　　　　　完了予定　　　　着手日から　　ヶ月後（　　　年　月　日予定）

　切土量　　　　　m³、　最大切土高　　　　m、　切土法面勾配　　　：　　　　

森
林
率

開発行為をしようとする森林面積（       ha）

林　地　開　発　計　画　書

事　　項 計　画　内　容

森林区域内 森林区域外 事業区域
　　　　面積等
用途区分

種類

　①事業区域面積

　②開発行為をしようとする森林面積
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（11）開発行為に係る ①全体計画の概要

　事業の全体計画の

　概要及び期別計画

②期別計画の概要

（12）災害防止対策 ①災害防止対策工種、規模・数量、貯砂能力等

②開発行為完了後の維持管理方法

（13）残置森林及び 計画、植栽樹種、本数及び維持管理方法等

　造成森林等の計画

　及び維持管理方法

（14）一時利用後の 工法、植栽樹種、本数等

　現状回復方法

（15）当該森林の 依存する施設数、規模（ha）、その他関係者等へ影響の有無等

　水源かん養機能に

　直接依存する

　地域の水需給状況

 （16）周辺地域への影響 工事中の対策、作業時間、説明会の実施等

　及び住民生活への

　配慮

（17）森林区域内及び 森林区域内の土地の取得状況

　森林区域外の

　土地の取得状況 森林区域外の土地の取得状況

（18）開発に係る

　河川協議の状況及び
　公共施設管理者等の
　同意状況

（19）利害関係者との

　同意状況

（20）その他

　特に配慮した事項

　取得　　　筆（　　％）、借地　　　筆（　　％）、その他（　　　　）（　　％）

　取得　　　筆（　　％）、借地　　　筆（　　％）、その他（　　　　）（　　％）

事　　項 計　画　内　容
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別
表

様
式

第
２

号
（

第
２

条
関

係
）

（
単

位
：

h
a
）

市
町

村
字

地
番

し
よ

う
と

す
る

森
林

係
る

森
林

残
置

森
林

等
残

置
森

林
造

成
森

林
造

成
緑

地
住

所
氏

名
権

利
の

種
類

氏
名

A
B

C
①

②
③

④
⑤

⑥
⑦

⑧
⑨

⑩

注
　

　
１

　
残

置
森

林
率

は
、

①
／

A
で

あ
る

が
若

齢
林

は
除

く
。

な
お

、
１

５
年

生
以

下
の

若
齢

林
は

①
に

含
ま

れ
な

い
の

で
、

こ
の

場
合

に
は

別
欄

を
設

け
る

こ
と

。
　

　
　

２
　

森
林

率
は

、
①

（
若

齢
林

を
含

む
）

＋
②

／
A
で

あ
る

が
、

森
林

区
域

外
（

別
紙

２
）

に
お

い
て

造
成

森
林

の
計

画
が

あ
る

場
合

に
は

、
森

林
率

に
含

め
る

。
　

　
　

３
　

緑
地

率
は

、
住

宅
団

地
の

造
成

の
み

に
適

用
す

る
。

同
意

の
状

況

森
林
区
域
内
の
土
地
利
用
計
画
一
覧
表

所
在

場
所

面
積

（
登

記
簿

）

開
発

面
積

開
発

後
の

用
途

森
林

所
有

者
同

意
の

状
況

登
記

済
の

権
利
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別
表

様
式

第
３

号
（

第
２

条
関

係
）

（
単

位
：

h
a
）

市
町

村
字

地
番

し
よ

う
と

す
る

土
地

係
る

土
地

造
成

森
林

等
残

置
造

成
森

林
造

成
緑

地
住

所
氏

名
権

利
の

種
類

氏
名

A
B

C
①

②
③

④
⑤

⑥
⑦

⑧
⑨

⑩

注
　

緑
地

率
は

、
住

宅
団

地
の

造
成

の
み

に
適

用
す

る
。

同
意

の
状

況

森
林
区
域
外
の
土
地
利
用
計
画
一
覧
表

所
在

場
所

面
積

（
登

記
簿

）

開
発

面
積

開
発

後
の

用
途

土
地

所
有

者
同

意
の

状
況

登
記

済
の

権
利
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別表様式第４号（第２条関係） 

一時利用計画概要書 

１．利用場所 

 

２．利用目的 

 

３．利用面積（開発行為に係る） 

４．利用期間 

５．利用計画の概要 

   ①開発行為の内容 

 

   ②利用方法 

 

６．利用後の原状回復方法 

 

 

注 １ 利用面積欄には、利用の全体面積と森林に係る部分の面積を併記して下さい。 

２ 利用期間欄には、利用する予定期間と利用後の原状回復する等の予定期間を併記して下さい。 

３ 利用計画欄は、「開発行為の内容」と「利用方法」に分けて、土取り、捨て土、施設等について具体的な

計画内容の概要を記載して下さい。 

４ 利用後の原状回復方法欄には、施設の撤去、跡地の埋め戻し、法面の保護、植樹等について具体的な方

法の概要を記載して下さい。 

５ 必要に応じ、利用計画及び回復計画の図面（平面、断面、構造図等）を添付していただくことがありま

す。 
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別表様式第５号（第２条関係） 
資 金 計 画 書 

 
年  月  日 

下記のとおり相違ありません。 
 

申請者 
住 所 
氏 名（法人にあっては、名称及び代表者氏名） 

  
法

人

の

概

要 

法 令 に よ る 登 録 等  

今

回

申

請

事

業

経

費 

事

業

収

支

計

算

書 

収

入

の

部 

区 分 合 計 摘 要 

自己資金 千円  

融 資   

   

計   

支

出

の

部 

区 分   

用 地 費 千円  

工 事 費   

   

計   

注 １ 「法令による登録等」欄は、宅地建物取引業法による免許、建設業法による建設業者登録、鉱業法によ

る登録、採石法による登録、砂利採取法による登録等の適用種類とその免許、登録の年月日、番号を記載す

ること。 
２ 添付書類の「自己資金の証明書（金融機関の残高証明書等）」、「融資証明書」、「融資相談証明書（融

資相談中の場合）」、「返済計画書」は、資金計画書の直後に綴じること。 
３ 直近３期分の決算状況報告書を添付すること。 
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別表様式第６号（第２条関係） 
関係他法令手続き状況一覧表  

（1／3）  

法 令 等 の 名 称 申 請 書 類 名 提 出 先 提出日 受付日 許可日 備 考 

国土利用計画法 

      

自 然 公 園 法 
沖 縄 県 立 自 然 
公 園 条 例 

      

自然環境保全法 
沖縄県自然環境 
保 全 条 例 

      

鳥 獣 保 護 法 

      

農業振興地域の 
整 備 に 関 す る 
法 律 

      

農 地 法 

      

都 市 計 画 法 

      

河 川 法 

      

砂 防 法 

      

地すべり等防止法 

      

沖 縄 県 景 観 
形 成 条 例 
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（2／3） 

法 令 等 の 名 称 申 請 書 類 名 提 出 先 提出日 受付日 許可日 備 考 

急傾斜地の崩壊 
による災害の防止

に 関 す る 法 律 

      

国 有 財 産 法 
建設省所管国有 
財 産 取 扱 規 則 

      

文 化 財 保 護 法 
沖 縄 県 文 化 財 
保 護 条 例 

      

鉱 業 法 

      

採 石 法 

      

砂 利 採 取 法 

      

土 壌 汚 染 対 策 法 

      

廃棄物の処理及び 
清 掃 に 関 す る 
法 律 

      

沖 縄 県 赤 土 等 
流 出 防 止 条 例 

      

沖 縄 県 県 土 
保 全 条 例 

      

墓地、埋葬等に 
関 す る 法 律 

      

宅 地 造 成 及 び 
特 定 盛 土 等 
規 制 法 
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（3／3） 

法 令 等 の 名 称 申 請 書 類 名 提 出 先 提出日 受付日 許可日 備 考 

浄 化 槽 法 

      

沖縄県環境影響 
評 価 条 例 

      

水質汚濁防止法 

      

大 気 汚 染 防 止 法 

      

ダイオキシン類 
対策特別措置法 

      

騒 音 規 制 法 

      

振 動 規 制 法 

      

悪 臭 防 止 法 

      

工 場 立 地 法 

      

道 路 法 

      

海 岸 法 

      

建 築 基 準 法 

      

そ の 他 
関 係 法 令 等 
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別表様式第７号（第２条関係） 

 

残置森林等の管理に関する協定書 

 

 森林法に基づく開発行為により残置又は造成する森林（緑地）の維持管理について、 下記のとおり協定

します。 

 

協定年月日           年    月    日  

 

申 請 者   住 所 

（甲）   氏 名            印 

 

市町村長    住 所 

（乙）   氏 名                印 

 

記 

 事業区域の所在場所及び事業名称 

  共通的事項  

 

  森   林 

 

 

 

  緑   地 

 

 

 

注 残置又は造林する森林（緑地）の永続的な維持管理について必要な事項を協定して下さい。 

１ 管理責任体制の確保を記するための必要な事項について明らかにする。 

２ 当該森林（緑地）についての権利及びその譲渡、継承等にあたって維持管理に支障が生じないよう、 

必要な事項について明らかにする。 

３ 森林（緑地）機能の維持増進を図るための必要な事項について明らかにする。 

４ 立木の伐採及び植栽、保育等の施業について必要な取扱事業について明らかにする。 

５ その他維持管理について必要な事項とする。 
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別表様式第８号（第２条関係） 

 

公共施設管理者の同意書 

年  月  日  

 

                 殿 

公共施設管理者 

住 所 

氏 名                        印 

 

 貴殿が森林法に基づく開発行為を行うことについて、事業区域予定地内に存する下記公共施設については、当

該開発行為の設計に従い措置されることに同意します。 

 

記 

 

公共施設名 所   在 設  置  条  件  等 
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別表様式第９号（第２条関係） 

 

公共施設管理予定者との協議書 

 

年   月   日  

 

沖 縄 県 知 事 殿 

 

申請者 

住 所 

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者氏

名） 

 

森林法に基づく開発行為に関する工事により設置される公共施設等については、当該公共施設管理予定者と下

記のとおり協議しました。 

 

記 

１．協議一覧表 

 

協 議 事 項 

 

概        要  

公共施設管理予定者 

（協議の相手方） 

 

幅員、寸法 

 

延 長 

 

面 積 

道 路 施 設 

 

    

河川、水路施設 

 

    

水 道 施 設 

 

    

農業用排水施設 

 

    

た  め  池 

 

    

そ  の  他 
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２．公共施設管理予定者との協議経過 

公共施設の名称 

協 議 事 項 協  議  内  容 協  議  結  果 

 

設      計 

 

 

 

 

 

 

 

 

維 持 管 理 

 

 

 

 

 

 

 

 

土 地 の 帰 属 

 

 

 

 

 

 

 

 

費 用 の 負 担 

 

 

 

 

 

 

 

そ  の  他 
 

 

 

 

協 議 年 月 日                      年     月     日 

開発行為申請者        住  所 

 氏  名                    印 

 

 公共施設管理予定者     住  所 

                        氏  名                    印 
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別表様式第10号（第２条関係） 

環境保全に関する協定書 

 

 森林法に基づく開発行為の施工地区並びにその周辺地区の環境を保全するための措置について、下記のとおり

協定する。 

 

                                                            協定年月日    年  月  日  

 

                                           開発行為者  住 所 

                                             （甲）     氏 名                      印 

 

                        市町村長     住 所                         

                                             （乙）      氏 名                        印 

 

記 

 

事 業 区 域 の 所 在 場 所  

開 発 行 為 の 目 的 、 名 称  

協  定  事  項 協 定 内 容 
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別表様式第11号（第２条関係） 

利害関係者同意書 

 

開発行為者 

住 所 

氏 名（法人にあっては、名称及び 

代表者氏名） 

 

事業区域の所在場所 

開発行為の目的 

 

 貴殿が施行する上記に係る開発行為については、異議なく同意します。 

 

利害関係の内容 同 意 年 月 日 利害関係者の住所及び氏名 印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 利害関係の内容は、○○区、水利権、魚業権等と記載すること。 
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別表様式第12号（第２条関係） 

 

土地所有者等関係権利者の同意書 

 

開発行為者  

住 所 

氏 名（法人にあっては、名称及び 

代表者氏名） 

 

開発行為の目的 

 

 上記に係る開発行為の施行について次の土地を使用されることについては、異議なく同意します。 

 

開発行為に係る土地の 

所 在 場 所 

 

権利の種類 

 

同意年月日

 

 権利者の住所、氏名            

 

印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 １ 開発行為に係る土地の所在場所は地番まで記入すること。 

２ 権利の種類は、所有権、地上権、抵当権、賃貸借権等の種別を記入すること。 

３ 土地登記簿謄本（全部事項証明書）、印鑑証明書（申請日から３ヶ月以内のもの）、その他土地等につい

て正当な権限を有することを証する書類を添付すること。 

４ 売買契約書又は賃貸契約書を締結している場合はその写し（その場合、同意書は不要）を添付すること。 
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別
表

様
式
第
1
3
号
（
第
２
条

関
係
）

判 定

（
安
全
率
1
.
2

C
=
0
.
5
5

C
=
0
.
6
5

C
=
0
.
7
5

C
=
0
.
9
5

f
　

以
上

は
o
k
）

h
a

h
a

h
a

h
a

h
a

m
m
/
h
r

m
3
/
s
e
c

m
3
/
s
e
c

m
2

m
%

m
/
s
e
c

m
3
/
s
e
c

注
　

排
水
施
設
等
計
画
一
覧
に
お
け
る
排
水
施
設
は
、
排
水
施
設
計
画
平
面
図

と
一

致
さ

せ
る

こ
と

。

排
　

水
　

施
　

設
　

等
　

計
　

画
　

一
　

覧
　

表

側 溝 、 暗 渠 等 の

排 水 施 設 番 号

雨
　
水
　
流
　

出
　

量
排

　
　

　
　

水
　

　
　

　
施

　
　

　
　

設

集 水 区 域 記 号

集 水 面 積 Ａ

集
水
区
域
の
利
用
区
分

雨 量 強 度 ｒ

雨 水 流 出 量

累 加 流 出 量

流 　 速 Ⅴ

許 容 流 出 量

 安 全 率

備 　 考

林 　 地

草 　 地

通 水 断 面 積 a

径 　 深 Ｒ

粗 度 係 数 ｎ

勾 　 配 Ｉ

耕 　 地

裸 　 地

平 均 流 出

係 数

接 続 先 の

排 水 施 設 番 号

種 　 　 類
𝑄 ଵ

𝑄 ଶ
𝑄 ଶ 𝑄 ଵ

𝑄
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別
表

様
式

第
1
4
号

（
第

２
条
関
係
）

ネ
ッ

ク
地

点
の

検
討

流
域

番
号

排
水
先
の

河
川
等
名

Ａ
）

　
排
水
先
河
川
等
の

　
流
下
能
力

　
（
m
3
/
s
）

Ｂ
）

　
3
0
年
確
率
降
雨
に
よ
る

　
開
発
前
の
流
量

　
　
　
（
m
3
/
s
）

Ｃ
）

　
3
0
年
確
率
降
雨
に
よ
る

　
開
発
後
の
流
量

　
　
　
（
m
3
/
s
）

Ｄ
）

　
Ｃ
－
Ｂ

　
　
　
　
　
×
1
0
0
(
％
)

　
　
Ｂ

備
　
考

検
討

の
結
果
、
洪
水
調
整
池
の
設
置
は
　
[
　

必
要
　
　
不
要
　
]
　
で
あ
る
。

注 　
１

　
放

流
さ

れ
る
施
設
の
水
路
、
河
川
、
池
等
の
状
況
調
査
資
料
及
び
流
量
計
算
の
基
礎
資
料
等
を
添
付
す
る
こ
と
。

　
２

　
河

川
管

理
者
と
の
協
議
が
必
要
な
場
合
は
、
協
議
を
了
し
た
こ
と
を
証
明
す
る
資
料
等
を
添
付
す
る
こ
と
。

　
洪

　
水

　
調

　
整

　
池

　
検

　
討

　
一

　
覧

　
表

１
、

Ａ
＜

Ｂ
で

、
か
つ
、
Ｄ
が
１
％
以
上
の
場
合
は
、

Ｂ
の
流
量
以
下
に
ま
で
調
整
で
き
る
洪
水
調
整
池
の
設
置
が
必
要
で
あ
る
。
（
森
林
法
第
1
0
条
の
２
第
２
項
第
１
号
の
２
）

２
、

上
記

の
洪

水
調
整
池
の
設
置
が
不
要
で
あ
っ
て
も

、
Ａ
＜
Ｃ
の
場
合
は
、
Ｂ
の
流
量
以
下
に
ま
で
調
整
で
き
る
洪
水
調
整
池
の
設
置
が
必
要
で
あ
る
。

（
森
林
法
第
1
0
条
の
２
第
２
項
第
１
号
）
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